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2 なし 1名 40:30 4.045 99.9 道に迷って，人に聞いた
3 なし 1名 09:26 1.127 119.5 人に聞いた
4 なし 1名 08:39 1.232 142.4 誰にも聞かずに
5 なし 1名 08:42 1.139 130.9 誰にも聞かずに






7 なし 4名 58:33 2.110 36.0 ガイドをしながら，危険箇所をイメージ
8 なし 1名 19:29 1.473 75.6 危険箇所をイメージ
10 なし 1名 41:15 2.477 60.0 危険箇所をイメージ，途中寄り道
11 点検マップ 2名 52:18 2.895 55.4 散策しながら避難所を目指す・学生
　※点検マップは「まちづくりねっと」が独自に作成した防災点検マップ
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場所であり，掲示・標識の必要も無い筈である。
従って，避難場所の掲示・標識は観光者等の外部か
らの来訪者向けであると考えられるが，避難場所へ
の誘導の観点からみると改善の必要性が示唆され
た。
　　③　観光地図ありグループの避難経路について
　図3中のNo. 6は，2人組来訪者が観光地図を見
ながら避難場所へ移動した経路を示している。気賀
駅を出発した他のグループとは異なり，出発直後に
東に進んだ後に北側幹線道路の気賀四ツ角交差点
を経由して避難場所である小学校の東側を通り抜
け，学校敷地の北側からアプローチしている。これ
は地図を所持していることで避難場所である小学
校までの経路をあらかじめ計画し，状況に応じて経
路を変更しながら避難場所まで移動出来る事を示
している。
　　④　総合案内所を避難開始地点としたグループ
の分析
　表1下部に総合案内所を避難開始地点とした4グ
ループの分析結果を示す。また，図5はそれら4グ
ループにおける避難経路を示す。No. 7は学生2名
および教員1名を来訪者として想定し，日頃から当
該地区においてボランティアガイドをしている「ま
ちづくりねっと」のメンバー 1名が普段のガイド
コースを元に，途中史跡等も案内し，危険箇所をイ
メージしながら避難場所への誘導を行った。また，
No. 8及び10は「まちづくりねっと」のメンバーが
それぞれ1人で危険箇所をイメージしながら避難場
所まで移動した経路を示す。さらに，No. 11は来
訪者としての学生2名のグループであり，「まちづ
くりねっと」が作成した防災点検マップを持参し，
途中史跡等を巡りながら避難場所へ移動した。それ
ぞれのグループにおける経路の詳細を以下に示す。
なおNo. 9は「まちづくりねっと」メンバーが所持
したが，実際には避難行動を行わなかったために
データ分析は行わなかった。
　　⑤　土地勘のある地域住民の経路について
　図5のNo. 8および10に土地勘のある地域住民と
して参加した「まちづくりねっと」メンバー 2名の
避難経路を示す。2名とも地図は持たず，危険箇所
をイメージしながら避難場所まで移動した。No. 8
の被験者は開始地点からまず気賀駅付近まで東進
し，気賀駅を通過しながら北上し，気賀駅北交差点
にて北側幹線道路に達した後，幹線道路沿いに避難
場所に向かう経路を取った。No. 10の被験者は開
始直後に気賀駅付近まで行った後，一旦開始地点ま
で戻った為，その後の経路のみに注目すると，開始
地点付近からすぐ北上し，北側幹線道路に達した後
に幹線道路沿いに避難場所に向かった。つまり両者
の共通点はまず北上することで北側幹線道路まで
到達し，その後広い幹線道路沿いに避難経路を取っ
たことである。Google Mapsの最短経路探索4） を
行うと，避難開始地点から避難場所の気賀小学校ま
での最短経路は開始地点から気賀駅の南側を通る
南側幹線道路を東進し，気賀小学校まで一気に北上
する経路である。しかし，この経路は南側幹線道路
から離れて北上する際の幅員が狭く，鉄道の下をく
ぐる為に車両が通れない程狭い簡易トンネルを通
らねばならず避難経路として妥当ではないと考え
られる。両被験者が取った初期に北上するルートは
多少移動距離が長くなったとしても避難経路とし
ては妥当であると考えられる。
　　⑥　ガイド付き来訪者グループの経路について
　図6にNo. 7のガイド付き来訪者グループの避難
経路を示す。このグループは当該地区において日頃
からボランティアガイドを務める「まちづくりねっ
と」メンバー 1名が，ガイドとして来訪者としての
学生2名，教員1名をガイドコースに沿って避難誘
導した。開始直後は開始地点付近の気賀関所跡でガ
イドからの説明を受けているため停留しているが，
その後北上し，東西に走る要害堀沿いを避難場所の
気賀小学校南付近まで東進した。その後，北上して
北側幹線道路に出た後，西向きに移動し，避難場所
西側に位置する細江神社，東林寺付近を巡った後，
避難場所である気賀小学校北側から敷地内に移動
してきた。この経路途中にある要害堀沿いの道路は
交通量は少ないものの崩落の危険性のある古い看
板やブロック塀があり，更に隣接する退避場所がな
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いことから震災時には通行不可となる可能性が防
災点検マップに記されている。また避難場所西側の
細江神社，東林寺付近より北側は浜松市によって急
傾斜崩壊危険箇所および土砂災害警戒区域に指定
されており，ガイドコースには災害時における回避
箇所が含まれていることが示唆された。ちなみにガ
イドをしたメンバーは防災点検マップ作成時の活
動には参加していない。
　　⑦　ガイド無し来訪者グループの経路について
　図7にNo. 11の来訪者としての学生2名グループ
の避難経路を示す。このグループには「まちづくり
ねっと」が作成した防災点検マップを渡し，自由に
散策しながら避難場所を目指すよう指示した。開始
後，気賀駅までは南側幹線道路を東進し，その後気
賀駅を通過し，北側幹線道路に到達した後，細江神
社，姫街道歴史民俗資料館等を経由し，要害堀まで
南下した。堀に沿って東進し，北側幹線道路の気賀
四ツ角交差点を経由した後，国道沿いに北上し，避
難場所の気賀小学校へ東側からのアプローチを試
みたが進入路が見当たらず，最終的には国道を少し
戻って避難場所に達する経路を見つけ，東側から避
難場所に到達した。地図を持参したため，途中の散
策が可能ではあったが，最終的に避難場所の東側か
らアプローチを試みた際，避難場所への誘導標識等
がなかった為に避難場所へのスムースなアプロー
チが出来なかったと証言している。前述のように，
土地勘のない来訪者（観光者）にとっては避難場所
への誘導標識はスムースな避難行動を行う為には
必要不可欠である。災害時には地域住民と共に避難
場所へ移動することも可能であろうが，何らかの事
情により地域住民が全て避難後に来訪者（観光者）
が取り残される状況も考えられる。このような状況
下ではどこが避難場所でどのようにアプローチ出
来るかという情報は非常に重要であると考えられ
る。
（3）防災マップと避難経路との重ね合わせ
　浜松市土砂災害（特別）警戒区域指定状況による
と，当該地区気賀駅北交差点付近は土石流による土
砂災害警戒区域，避難場所となる気賀小学校から北
西方向の山側は急傾斜崩壊危険箇所，土砂災害警戒
区域として指定されている。「まちづくりねっと」
はさらに現地調査の結果を踏まえ，発災時に危険と
考えられる箇所を防災点検マップとしてまとめて
いる。図8に，作成された当該地区の防災点検マッ
プと今回の実験におけるNo. 6，7，11の避難経路
との重ね合わせを示す。No. 6の経路では幹線道路
の交差点であるにもかかわらず，幅員が狭く渋滞が
予想される気賀四ツ角交差点および気賀小学校北
側の急傾斜地付近を避難路として選択していた。同
じくNo. 11も気賀四ツ角を通過していたことに加
え，浸水時には道路と側溝の境界を見分けることが
出来にくいガードレールや側溝のふたがない箇所
を通っていた。更にNo. 7は当該地区における観光
ガイドコースとなっているが，要害堀沿いの道路は
幅員が狭い上，古い看板，ブロック塀などがあるに
もかかわらず，隣接した待避場所がなく，発災時の
危険箇所として指摘されている。更に，避難場所の
気賀小学校西の細江神社や東林寺の北側は，浜松市
から急傾斜崩壊危険箇所，土砂災害警戒区域に指定
されており，避難場所である気賀小学校に北西方向
からアプローチした場合にはこの区域付近を通過
することになる。今回のNo. 7の経路は通常の観光
ガイドコースとは必ずしも一致しないが，今後はガ
イドコース上で発災した場合の危険場所回避経路
についても検討しておく必要があると考えられる。
（4）浸水域データと避難経路との重ね合わせ
　前述のように当該地区は浜名湖岸の平坦地であ
り，市街中心部に都田川と井伊谷川の合流点があ
る。更にこの平坦地は埋め立て地である為，液状化
現象が起きやすいとも指摘されている。従って豪雨
による水害や津波による浸水被害も想定される。
2013年度に静岡県が示した津波浸水想定では当該
地域の津波は1 m以下となっているが，過去の災害
歴を見ると，1854年の安政東海地震（M8.4，震度
5～ 6）では津波高1～ 1.5 mの津波が発生し，気
賀で280 haの田畑が塩水に浸かったとされる。さ
らに遡って1707年の宝永地震（M8.6，震度5）で
は気賀で津波高5～ 6 mの津波が発生したとされ
る。このように現在想定される津波高が低くとも過
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去の事例によると必ずしも想定内に収まるかどう
かは不明である。そこで標高2 mまでの範囲と観光
ガイドコースであるNo. 7との重ね合わせを図9に
示す。図中，下半分を覆う等間隔のドットが浸水域
を示している。前節（3）において防災上の危険箇
所との重ね合わせを確認したが，浸水域データにつ
いてもガイドコースの前半は浸水域2 mまでの範囲
内となっている。特に要害堀沿いの道路は前節（3）
でも危険箇所として指摘された場所であり，浸水域
データにおいてもその危険性が指摘出来る。更にそ
の他全ての経路と浸水域2 mまでの範囲との重複を
図10に示す。図から「まちづくりねっと」メンバー
の避難経路として特徴付けられた初期段階におい
て北上し，その後北側幹線道路に沿って避難場所へ
向かう経路は，避難開始直後にまず浸水域から抜け
出る行動となっており，浸水域データの観点から見
ると避難行動としては適切であると考えられる。逆
に（2）–⑤ で示したGoogle Mapsによる最短経路
は避難場所となる気賀小学校直前まで浸水域2 mま
での範囲内にあり，浸水の可能性のある災害時にこ
の経路をとることの危険性を示唆している。
（5）避難経路検証実験のまとめ
　細江地区におけるGPSを用いた避難経路検証実
験の結果，以下の点が明らかとなった。
　・ 土地勘のある地域住民が危険箇所を意識した場
合には幅員の広い道路を選択する事が多い
　・ 土地勘の無い来訪者（観光者）にとっても幅員
の広い道路を進む方が避難場所まで容易に到
達出来る
　・ 情報を得るタイミングは早めの方が効果的であ
る
　・ 誤った経路を取っている可能性があれば，その
時点で情報を再収集する必要がある
　・ 地図を持つことによって目的地までの経路選択
の自由度が広がる
　・ 避難開始後北上し，その後避難場所に向けて東
進する経路が防災点検マップや浸水域データ
との重ね合わせからも有効である
　・ 地図を持っているにもかかわらず避難場所への
アプローチが容易ではないケースがあった
　・ 観光ガイドコース沿いの危険箇所からの回避を
検討しておく必要がある
　以上から，当該地区において来訪者（観光者）が
被災した場合を想定すると，避難場所への誘導に関
する情報提供が必ずしも充分であるとは言えな
かった。来訪者（観光者）のみでも避難場所に確実
に到達出来る様にするためには，観光案内パンフ
レット等の地図に災害時の避難場所の掲載や来訪
者（観光者）が多い駅前や訪問地等に避難所や避難
場所までの方向・距離等を示す誘導標識の整備等が
求められる。
Ⅳ　考察
　地域そのものが観光対象となる観光形態に対す
る人々の関心が高まるなか，土地勘が無い来訪者
（観光者）が災害時において安全に避難場所に到達
できることは，地域における観光活動において重要
な要素となる。しかしながら，本研究が調査対象と
した静岡県浜松市北区の奥浜名湖地域においては，
来訪者（観光者）への対応において問題があること
が分かった。また，細江地区における避難経路検証
実験からは，観光スポットには安全性において問題
がある箇所が存在することや，来訪者（観光者）が
避難場所へ移動する際の標識が整備されていない
こと，そして，観光マップには正確な道路情報が表
示されていないことが明らかになった。
　さらに，同地域においては，災害後の風評被害に
対する対策がほとんど考えられていないことから，
「観光危機管理」5）という視点（災害後も地域が観
光活動を維持できるかどうか）も重要となる。その
ため，自治体や観光関連業者および団体ばかりでな
く，住民も観光による地域づくりに対する意識を高
めることによって，地域における観光防災に対する
連携を図ることが求められる。
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注
１） 浜松市と湖西市，観光関連団体等で構成する浜名湖観
光圏では，2009年4月22日に国土交通大臣の認定を
受け，2014年3月までの期間において観光圏整備事
業が実施されている。
２） 浜松市北区において防災を担当する北区役所・区振興
課においても，その対策のなかには来訪者（観光者）
を想定したものは含まれていない。
３） 「浜名湖かんざんじ温泉観光協会ホームページ」ブログ
より（http://blog.livedoor.jp/kanzanji_info/archives/ 
52529709.html（2014/6/12））。
４） Google Maps （http://maps.google.co.jp/） で提供さ
れるサービスであり，2地点を選択すると鉄道，車，
徒歩における最短経路を検索できる。
５） 具体的な取り組みについては， JTB総合研究所のホー
ムページ 「観光危機管理   考えるプロジェクト」 を参照 
（http://www.tourism.jp/column-opinion/2013/10/
crisis-management/2014/3/27））。
参考資料
沖縄県「沖縄観光危機管理モデル事業報告書」（事業受託
者：株式会社ツーリズム・マーケティング研究所）（平
成24年3月）。
静岡県「平成25年度　観光地防災対応力緊急点検事業報
告書」（事業受託者：株式会社JTB総合研究所）（平成
26年3月）。
浜松市ホームページ「町字別・年齢別人口表」（平成26年
4月1日現在）
　http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/gyousei/
library/1_jinkou-setai/007_nenreibetsu.html（2014/6/1）
浜松市「浜松市観光ビジョン報告書」（平成19年3月）
浜松市「浜松市環境基本計画　水と緑と光が響きあう環境
共生都市を目指して　～次世代に，豊かな暮らしを継承
するために～」（平成22年3月）
浜松市「浜松市緑の基本計画　“みどり生活を愉しむまち・
浜松” をめざして　2010–2020」（平成22年3月）
浜松市「浜松市地域防災計画　第4章地震・津波警戒対策
計画」（平成25年4月）
JTB総合研究所ホームページ「観光危機管理   考えるプロ
ジェクト」
　http://www.tourism.jp/column-opinion/2013/10/
crisis-management/（2014/6/1）
NPO法人奥浜名湖観光まちづくりねっと「防災まちづく
り点検マップ」（2014年1月12日）
静岡県ホームページ「土砂災害（特別）警戒区域指定状況
（浜松市内）」
　http://doboku.pref.shizuoka.jp/sabou/doshahou/
hamamatsu.html（2014/6/1）
浜松市ホームページ「北区版避難行動計画（詳細版）」
　http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/kiki/disaster/
bousai/hinankoudoukeikaku/documents/kitakusyousai.
pdf（2014/6/1）
静岡県ホームページ「静岡県津波浸水想定図　市町別図　
浜松市北区・西区」
　https://www2.pref.shizuoka.jp/all/file_download101600.
nsf/4E6D80C7F498DB5949257C1600477E2C/$FILE/
kosai-makinohara.pdf（2014/6/1）
付記
　本研究は，愛知大学地域政策学センターによる
「2013年度地域政策学に関する共同研究」助成を得
て行われた。
受稿：2014年6月30日
受理：2014年7月17日

